
 

保 育 支 援 課 

 
係 分掌事務 

計
画
係 

( 1 ) 民間保育所等の運営指導及び補助金に関すること。 

( 2 ) 特別保育事業に関すること。 

( 3 ) 幼保連携型認定こども園に関すること。 

( 4 ) 幼児教育・保育の無償化に関すること。 

( 5 ) 保育所等関係諸団体に関すること。 

管
理
係 

( 1 ) 保育指導に関すること。 

( 2 ) 保育所予算に関すること。 

( 3 ) 保育所職員の人事、研修等に関すること。 

( 4 ) 保育所に係る会計年度任用職員の任用等に関すること。 

( 5 ) 給食指導に関すること。 

( 6 ) 調理指導に関すること。 

( 7 ) 保育所における保健衛生指導に関すること。 

( 8 ) 児童の健康管理及び安全対策に関すること。 

( 9 ) 独立行政法人日本スポーツ振興センターに関すること。 

(10) 全国市長会学校災害賠償保険に関すること。 

(11) 障害児保育に関すること。 

(12) 保育所の整備協議及び施設の維持管理に関すること。 

(13)  保育所等関係諸団体に関すること。 

保
育
支
援
係 

( 1 ) 保育所等における保育の実施に関すること。 

( 2 )  教育・保育給付認定（保育認定子どもに係るものに限る。）に関すること。 

( 3 ) 保育料に関すること。 

( 4 ) 民間保育所等の運営費及び施設型給付費に関すること。 

( 5 ) 幼児教育・保育の無償化に関すること。 

( 6 )  保育所等関係諸団体に関すること。 
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区 分 １ 保育所等への入所 所管係 保育支援係 

 
 
 
 
   保育所等（保育所、認定こども園（2 号・3 号認定分）、家庭的保育事業所、小規模保育事業所）への入

所は、小学校就学前子ども（以下「児童」とする。）の保護者等のいずれもが次の各号のいずれかに該当す

ることにより、当該児童を保育することができないと認められる場合に行うものとする。 
①  一月において、60 時間以上労働することを常態とすること。 
②  妊娠中であるか又は出産後間がないこと。 
③  疾病にかかり、若しくは負傷し、又は精神若しくは身体に障害を有していること。 
④  同居の親族（長期間入院等をしている親族を含む。）を常時介護又は看護していること。 
⑤  震災、風水害、火災その他の災害の復旧に当たっていること。 
⑥  求職活動（起業の準備を含む。）を継続的に行っていること。 
⑦  学校教育法に規定する学校等に在学していること、又は職業能力開発促進法に規定する職業訓練等

を受けていること。 
⑧ 児童虐待を行っている若しくは再び行われるおそれがあると認められること、又は配偶者からの暴

力により児童の保育を行うことが困難であると認められること。 
⑨  育児休業等をする場合であって、当該保護者の当該育児休業に係る子ども以外の児童が、保育所等

を利用しており、当該育児休業の間に保育所等を引き続き利用することが必要であると認められるこ

と。 
⑩ 前各号に掲げるもののほか、それらに類するものとして市長が認める事由であること。 
 
入所の決定は、保護者の申込みに基づき、保育を必要とする要件が高いと判断される児童から行ってい

る。令和 2 年 4 月 1 日現在の保育所・認定こども園の施設数及び入所定員は、公立 7 ヵ所 940 人、民間 19
ヵ所 3,020 人、合計 26 ヵ所 3,960 人である。 

 
   民間保育所等の財源の負担割合 

子どものための 

教育・保育給付費 

（国 の 基 準） 
A 

国 基 準 の 保 育 料    B  

A－ B 

国 庫 負 担  1／2 

府 負 担  1／4 

市 負 担  1／4 

 
 
 
 
 

◇ 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号） 
◇ 子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号） 
◇ 宇治市保育所条例（昭和 28 年宇治市条例第 8 号） 
◇ 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の保育料に関する規則（平成 27 年宇治市規則第 19 号） 

 
 
 
 
 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  
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就学前児童数の推移                     （各年 4 月 1 日現在）（単位：人） 

年 齢   
年 度

 28 29 30 元 2 

0  歳 1,334 1,246 1,239 1,181 1,064 

1  歳 1,454 1,381 1,284 1,305 1,230 

2  歳 1,435 1,447 1,390 1,299 1,300 

3  歳 1,510 1,455 1,468 1,402 1,309 

4  歳 1,612 1,519 1,470 1,479 1,417 

5  歳 1,653 1,612 1,518 1,487 1,472 

合   計 8,998 8,660 8,369 8,153 7,792 

 
 

定員及び入所児童数の推移                         （各年 4 月 1 日現在） 

区 分  
年 度

 28 29 30 元 2 

定 員 
（人） 

公 立  940  940  940  940  940 

民 間 2,900 2,920 2,990 3,020 3,020 

計 A 3,840 3,860 3,930 3,960 3,960 

入所児童数（人）B 3,954 3,933 3,893 3,906 3,859 

充足率（％）B／A×100 103.0 101.9 99.1 98.6 97.4 

 
 
   保育所・認定こども園施設の現況（令和 3 年 4 月現在）  別 掲 
 
 

 

区 分 ２ 民間保育所等に対する助成 所管係 計画係 

 
 
 
 
   社会福祉法人に対する助成に関する条例及び同施行規則に基づき、社会福祉法人が経営する保育所等の

運営、施設整備及び特別保育事業に対し、補助金を交付している。主なものは次のとおりである。 
 
 

制 度 の 現 況  

制 度 の 概 要  
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(1) 運営費に対する補助 
補助金の種類  
① 人件費補助金 

ア 処遇改善補助金   イ 乳児対策補助金   ウ 保育士加配補助金 
エ 時間短縮対策補助金 オ 長時間保育補助金 

② 給食日数増補助金         ⑨ 長時間保育運営補助金  
③ 光熱水費補助金          ⑩ 産休明け保育調理師雇用補助金 
④ 傷害保険補助金          ⑪ 日本スポーツ振興センター災害共済給付契約補助金  
⑤ 保育料徴収補助金         ⑫ 衛生費補助金 
⑥ 保育士研修補助金         ⑬ 修繕費補助金 
⑦ 被保護家庭児童委託補助金     ⑭ 副食費徴収免除補助金 
⑧ 園医手当補助金 

 
 

 
 
 

◇ 宇治市保育所等運営補助金交付要綱（昭和 47 年宇治市告示第 18 号） 
 
 

 
 
 
補助金交付の状況                          （各年度決算による） 

年 度 28 29 30 元 2 

金 額（円） 464,160,066 466,935,407 418,523,888 424,760,572 424,482,813 

 
 
 

(2) 施設整備費に対する補助 
① 交付の対象  

ア 次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱により交付を受ける民間保育所の設置者及び

市長が特に必要があると認める者 
イ 平成 21 年度から平成 27 年度にあっては、京都府子育て支援特別対策事業費補助金（京都

府こども未来基金）により交付を受ける民間保育所の設置者及び市長が特に必要があると

認める者 
ウ 平成 28 年度から令和元年度にあっては、保育所等整備交付金又は保育対策総合支援事業費

補助金により交付を受ける民間保育所・民間認定こども園の設置者及び市長が特に必要が

あると認める者 
エ 令和 2 年度からは、保育所等整備交付金、認定こども園整備交付金又は保育対策総合支援

事業費補助金により交付を受ける民間保育所・民間認定こども園の設置者及び市長が特に

必要があると認める者 
 

② 交付額    
交付基本額に 4 分の 3 を乗じて得た額及び別に市長が定める額 
 
 

 
 
 

◇ 宇治市保育所等施設整備補助金交付要項 
 

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況  

根 拠 法 令 等  
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補助金交付の状況                          （各年度決算による） 

年 度 28 29 30 元 2 

 金 額（円） 0 85,098,000 0 0 201,547,500 
 
 
 

(3) 特別保育事業に対する補助 
   交付の対象事業 

① 延長保育事業 
② 一時預かり事業 
③ 病児保育事業 

 
 
 
 

◇ 宇治市特別保育事業補助金交付要項 
 
 
 
 
 

補助金交付の状況                          （各年度決算による）                                    

年 度 28 29 30 元 2 

 金 額（円） 99,506,061 94,625,943 94,101,799 99,174,837 95,697,084 
 

 
(4) 障害児保育事業に対する補助 
交付の対象 
① 特別児童扶養手当支給対象児童 
② 市長が認定した児童が入所している民間保育所等 
 

 
 
 

◇ 宇治市障害児保育事業補助金交付要綱（昭和 59 年宇治市告示第 153 号） 
 
 
 
 
 
   補助金交付の状況                                                   （各年度決算による） 

年 度 28 29 30 元 2 

 金 額（円） 74,736,490 75,815,220 74,760,530 81,712,350 78,033,440 
 

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況  

制 度 の 現 況  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況  



- 69 - 

区 分 ３ 特別保育対策 所管係 各保育所（園） 

 
(1) 延長（長時間）保育 

 
 
 

京都市内や大阪を通勤圏とする共働き家庭の需要に合わせて、昭和 42 年 7 月から公・民全保育所で長

時間保育（午前 7 時 30 分から午後 6 時まで）を実施した。昭和 44 年 9 月には公立の木幡保育所で延長保

育（午後 6 時までの保育時間を午後 7 時まで 1 時間延長）を実施し、平成 17 年 4 月からはその他の公立

保育所で開所時間の延長（午後 6 時までの保育時間を午後 6 時 30 分まで 30 分間延長）を実施した。また、

令和 2 年度末現在、全民間保育所・認定こども園で延長保育を実施しており、特に平成 15 年 6 月に開所

したみんなのきＨａｎａ保育園では夜間の保育ニーズにも対応するため、午後 10 時までの延長保育を実

施している。 

 

 
 

◇ 延長保育事業の実施について（平成 27 年 7 月 17 日雇児発 0717 第 10 号厚生労働省雇用均等・児童

家庭局長通知） 
 
 
 

(2) 乳児保育・産休明け保育 
 
 
 

昭和 37 年 5 月から、生後 6 ヵ月以上の乳児保育を実施した。現在は、生後 5 ヵ月以上の乳児保育を公・

民全保育所等で実施している。また、生後 2 ヵ月以上の産休明け保育は、昭和 51 年 4 月に公立保育所で試

行開始し、令和 2 年度末現在は、公立 7、民間 10 の計 17 保育所・認定こども園で実施している。 
 
 
 
 

◇ 宇治市保育所等運営補助金交付要綱（昭和 47 年宇治市告示第 18 号） 
 
 
 

(3) 障害児保育 
 
 
 
   保育を必要とする障害児で、保育所等で行う集団保育が可能な児童については、保育所等への入所を行

うものとして、昭和 44 年 4 月から取り組みを実施した。昭和 59 年 4 月からは障害児保育に係る計画及び

連絡調整等に従事する障害児保育指導員（非常勤）を保育支援課に配置している。 
 
 
 
 

◇ 宇治市障害児保育指導員取扱規程（昭和 59 年訓令甲第 6 号） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  
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(4) 一時預かり 
 
 
 
   保育所等に入所していない就学前児童で、保護者の傷病、入院、看護等により一時的に家庭での保育が

困難になる場合や、保護者の就労等により断続的に家庭での保育が困難な場合に、必要な期間、保育を提

供する一般型を、平成 4 年 4 月から実施している。加えて、認定こども園等の 1 号認定児が、教育標準時

間を超えて保育を受ける場合に、専任の職員を配置して対応する幼稚園型を、平成 29 年 4 月から実施して

いる。 
   令和 2 年度末現在は 15 ヵ所の民間保育所・認定こども園で実施している。 
 
 
 
 

◇ 一時預かり事業の実施について（平成 27 年 7 月 17 日雇児発 0717 第 11 号厚生労働省雇用均等・児

童家庭局長通知） 
 
 
 

(5) 病児保育 
 
 
 

保育所等に入所中の児童が保育中に体調不良となり、保護者が勤務等で直ちに迎えに来られない場合、

保護者が迎えに来るまでの間、保育所等において当日の緊急的な対応を図る事業で、平成 19 年度から実

施している。令和 2 年度末現在は 10 ヵ所の民間認定こども園で実施している。 
 
 
 
 

◇ 病児保育事業の実施について（平成 27 年 7 月 17 日雇児発 0717 第 12 号厚生労働省雇用均等・児童

家庭局長通知） 
 
 
 
 

 
 

区 分 ４ 保育相談 所管係 管理係 

 
 
 
 
    児童福祉法及び子ども・子育て支援法に基づき、地域住民に対して、乳児・幼児等の保育に関する相

談等に応じる。  
 
 
 
 

◇ 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号） 
◇ 子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号） 

 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 概 要  

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

根 拠 法 令 等  


